
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

 

昨年10月に実施された第50 回衆議院議員選挙は、与党過半数割れという歴史的転換を実現しました。野党の間では、「高校無償化」を前進させるこ

とを国会運営の条件にしている政党も出ています。「私学の無償化」を前進させる波が起きている国会情勢です。私たちの半世紀にわたる運動が「私学の

無償化」を国会の争点に上らせていることに確信を持ち、「私学の無償化」の大きな前進を生み出す運動を展開しましょう。 

 
 左は、本日2月3日付朝日新聞の1面記事です。 

 「高校無償化」問題が、国会の時の焦点として、これだけ

マスコミに取り上げられたのは、2010年の通常国会時以来

とも言えます。 

 衆議院選挙では全政党が 

「教育の無償化」を公約に 
 2024年10月の第50回衆議院議員選挙の際、全政党が

「教育無償化」を公約に掲げていました。国民の要求がそこ

にあるという認識を全政党が認めている証です。院内集会で

「教育の無償化は超党派で」と参加議員があいさつなさる事

が、選挙戦の中で形になって現れたと言えます。 

「教育の無償化」が国会運営の鍵に 

 その選挙では、衆議院で「与党が過半数を割る」という歴

史的な国会情勢を、有権者が投票でつくりだしました。その

結果与党は数の力に任せて、「閣議決定」等を押し付けるこ

とができなくなりました。国民の声や願いを反映させる国会

審議を行わなくては、政府案も実現できない状況、本来の国

会の姿が取り戻されたわけです。 

 そのうえで、全政党が選挙時に公約としていた「教育の無

償化」をどう実現させるのか？ が、政府予算案の審議、可

決の鍵になってきているのが、現在開催されている第 21７

回通常国会の情勢です。 

 「今」、声を届けることが重要!! 

 自公与党と維新の会、国民民主党の間で「高校無償化」に

ついて協議されています。与党の担当議員は柴山議員（自

民：元文科相）佐々木議員（公明：元文科大臣政務官）で、

お二人とも、院内集会にご参加、あるいは中央要請、全国高

校生国会議員要請で対面してくださっている議員です。です

が、与党は、財源問題を上げて、難色を示している状況です。 

 一方で、日本維新の会の試算 6000 億円は、私学の教育

条件（教員増を含む）は検討に入れていない試算と予想され

ます。ここで、「私学の無償化」を経常費助成の増額ととも

に!! と「今」声を与野党に届けることが情勢を動かします。 

 

 わたしたちの声＝私学助成全国署名を、昨年を上回る集約数で国会へ届けよう!! 

 より多くの国会議員の応援を得るために昨年を上回る数の紹介議員を「今」獲得しよう!! 
 1月31日付「推進ニュース41号」でお知らせしたように、私学助成全国署名（請願署名）は219万筆の到達点です。昨年を上回るには、

あと50万筆の上乗せが必要です。逆に全国であと50万筆上乗せすれば昨年を上回ることができます。国会議員は集約数を見ています。昨年を

上回ることは、国会情勢を動かす大きな鍵です。 

 「すすめる会」がある自治体数40で「50万筆」を割ると、1自治体1万2500筆になります。10の私学が参加していれば1校1250筆

です。在校生500人ならば1人で３筆、在校生1000人ならば２筆、で実現できる数です。攻勢的な緊急事態という認識に立ち、あと10日、

全「すすめる会」で上乗せの取り組みをお願いします。同時に地元国会議員、特に与党議員に「無償化」の必要性をすぐさま訴え紹介議員になっ

ていただきましょう! そのことが国会を動かします。 
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